
 

太田市デジタル金券事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、太田市（以下「市」という。）が発行するデジタル地域通貨としての

太田市デジタル金券（以下「デジタル金券」という。）の流通を通して、市内における経

済の活性化を図るとともに、キャッシュレス化の推進を図ることを目的として実施する

太田市デジタル金券事業について、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ デジタル金券等 市が利用者に対しデジタル地域通貨事業を実施するシステム（以

下「プラットフォーム」という。）により発行するデジタル金券及びポイントであって、

利用者がこの要綱の規定に基づき加盟店において特定取引の決済に使用することがで

きるものをいう。 

⑵ ポイント 市が実施し、及び主催する事業に基づきプラットフォームにより発行さ

れるものをいう。 

⑶ 開発者 プラットフォームの開発者をいう。 

⑷ システム利用規約 開発者が別に定める開発者が提供するプラットフォームの利用

に当たり発行者及び使用者の遵守事項並びに開発者、発行者及び使用者の権利義務関

係を定めたもの 

⑸ ユーザー利用規約 開発者が別に定める開発者が提供するアプリケーションソフト

ウェアを利用するに当たり、ユーザーの遵守事項並びに開発者及びユーザーの権利義

務関係を定めたもの 

⑹ 発行システム 市がデジタル金券等の発行、管理等の目的で市の情報端末上におい

て使用する、開発者が開発し市に提供するアプリケーションソフトウェアをいう。 

⑺ 管理システム 加盟店がデジタル金券等による決済及び当該決済の情報を確認する

目的で加盟店の情報端末上において使用する、開発者が開発し加盟店に提供するアプ

リケーションソフトウェアをいう。 

⑻ 利用システム 利用者がデジタル金券等の発行を受け、当該デジタル金券等を利用

する目的で利用者の情報端末上において使用する、開発者が開発し利用者に提供する

アプリケーションソフトウェアをいう。 

⑼ ＱＲ決済システム 開発者が運営管理するデジタル金券等の利用のためのＱＲコー



ド決済用のシステムをいう。 

⑽ カード デジタル金券等の発行を受け、その利用のために市が利用者に対し交付す

る、ＱＲコードが掲載されているカードをいう。 

⑾ アプリ型 市が発行するデジタル金券等の発行形態のうち、利用システム上のＱＲ

コードと紐づく形でＱＲ決済システム上にデジタル金券等が登録され、当該利用シス

テム上のＱＲコードの提示を受けた加盟店がＱＲコードを読み取ることにより、又は

加盟店が提示した加盟店情報が登録されたＱＲコードを利用者が読み取ることにより、

登録されたデジタル金券等の利用が可能となる形態をいう。 

⑿ カード型 市が発行するデジタル金券等の発行形態のうち、カード上のＱＲコード

と紐づく形でＱＲ決済システム上にデジタル金券等が登録され、当該カードの提示を

受けた加盟店がＱＲコードを読み取ることにより、登録されたデジタル金券等の利用

が可能となる形態をいい、磁気カード及び定額カードの２種類とし、定額カードの金

種については、１，０００円、３，０００円、５，０００円の３種類とする。 

⒀ 加盟店 市による加盟店登録を受けた、特定取引を行う個人又は法人をいう。 

⒁ 特定取引 市内において、デジタル金券等が対価の弁済手段として使用される物品

（有価証券、前払式証票及びその他これらに類するものを除く。）の購入、借受け又は

役務の提供をいう。 

⒂ 利用者 デジタル地域通貨事業において、市が発行し、又は個人が費用を負担して

購入したデジタル金券等を加盟店で使用する個人をいう。 

⒃ 使用者 デジタル地域通貨事業において、デジタル金券等を取り扱う加盟店及び利

用者の総称をいう。 

（発行者等） 

第３条 デジタル金券等の発行及び管理は、市が行う。 

２ デジタル金券等の運用については、開発者が提供するプラットフォームにて行うもの

とする。 

３ デジタル金券等の一会計年度における発行額は、予算の範囲内とする。 

（名称及び価値） 

第４条 デジタル金券の名称は、ＯＴＡＣＯ（オタコ）とする。 

２ デジタル金券の単位はｃｏｉｎとし、その価値は１ｃｏｉｎ当たり１円とする。 

３ ポイントの名称等については、発行する都度定めるものとする。 

（有効期限） 



第５条 デジタル金券等を使用できる有効期限（以下「有効期限」という。）は、発行する

都度定めるものとする。 

２ 有効期限を経過したデジタル金券等は、失効し、使用されなかったデジタル金券等の

払戻しはしないものとする。 

（デジタル金券等の発行） 

第６条 利用者は、市に対しデジタル金券等の発行を申し込むときは、次の方法によるも

のとする。 

 ⑴ 利用システムに登録し、当該システムからの申込み 

 ⑵ 所定の申込書による申込み 

 ⑶ その他市が認めたもの 

２ 市は、システム利用規約に基づき、次の方法によりデジタル金券等を発行するものと

する。 

 ⑴ アプリ型の場合、市が発行システムを使用して、利用システムに表示されたＱＲコ

ードを読み取り、発行システムに所定の情報を入力し、ＱＲ決済システム上に当該情

報を反映させる方法 

⑵ カード型の場合、市がＱＲ決済システムを通じて生成されるＱＲコードが掲載され

ているカードを利用者に交付し、カードに表示されたＱＲコードを読み取り、発行シ

ステムに所定の情報を入力し、ＱＲ決済システム上に当該情報を反映させる方法 

 ⑶ その他市が定める方法 

３ 市は、利用者による第１項の規定に基づくデジタル金券等の発行の申込みを承諾する

ときは、速やかに前項の規定に基づきデジタル金券等を発行するものとする。ただし、

市の責めによらない通信機器、回線若しくはコンピューター等の障害又は災害・事変等

やむを得ない事由が発生した場合、デジタル金券等の発行を一時的に停止するものとす

る。 

４ 利用者は、発行されたデジタル金券等の残高を、アプリ型の場合は利用システム、カ

ード型の場合はカード上に表示されたＱＲコードを管理システムにより読み取る方法又

は開発者サイト上の残高確認専用ページにアクセスし、カードに記載されている会員コ

ードを入力する方法により確認するものとする。 

５ デジタル金券等の発行に要する、利用者の携帯電話の通信料・接続料等は、利用者が

負担するものとする。 

（デジタル金券等の使用） 



第７条 利用者は、システム利用規約及びユーザー利用規約に同意の上、次の方法により

デジタル金券等を、加盟店との間の特定取引の決済に使用できるものとする。 

 ⑴ 利用者が、利用システム又はカード上に表示されるＱＲコードを加盟店に提示し、

加盟店が、管理システムを使用して当該ＱＲコードを読み取り、当該決済において利

用者が使用を希望するデジタル金券等を減じる操作を行い、当該デジタル金券等がＱ

Ｒ決済システム上自動的に減算される方法 

 ⑵ 利用者が、利用システムを使用して加盟店に置かれたＱＲコードを読み取り、当該

決済において利用者が使用を希望するデジタル金券等を減じる操作を行い、当該デジ

タル金券等がＱＲ決済システム上自動的に減算される方法 

２ 前項に規定する使用のうち、次に該当するものには使用できないものとする。 

 ⑴ 出資及び債務の支払 

 ⑵ 現金との換金及び金融機関への預入れ 

 ⑶ たばこ事業法（昭和５９年法律第６８号）第 2条第 3号に規定する製造たばこの購

入 

⑷ 金、プラチナ、銀、有価証券、金券、商品券（ビール券、清酒券、おこめ券等）、旅

行券、切手、印紙、プリペイドカード等の換金性の高いものの購入 

⑸ 国税、地方税等の公租公課 

⑹ 医療保険、介護保険等の一部負担金（処方箋が必要な医薬品を含む。） 

⑺ 宅配業者による代金引換、コンビニエンスストアでの収納代行等、取扱加盟店以外

の事業者への支払が実質的に可能となるもの 

 ⑻ 土地・家屋購入、家賃・地代・駐車料（一時預かりを除く。）等の不動産に関わる支

払 

 ⑼ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

（以下「風営法」という。）第２条に規定する営業のうち、同条第４項に規定する営業

を除くものに係る支払 

 ⑽ 特定の宗教・政治団体と関わるもの及び公序良俗に反するもの 

 ⑾ 会費、商品及びサービスの引換代金を前払いとするもののうち、デジタル金券等の

有効期限を超えるもの 

 ⑿ 各加盟店が使用を不可としたもの 

 ⒀ その他取扱いが不適当と市が認めるもの 

３ 利用者は、事前にＱＲコードをキャプチャした画像その他利用システム、カード及び



これらに表示されるＱＲコードの複製物を提示する形でのデジタル金券等の利用をして

はならない。 

４ 利用者は、デジタル金券等利用取引の完了後、利用システム又はカード上に表示され

たＱＲコードを情報端末により読み取る方法その他の方法により、利用残高が正しく表

示されていることを確認するものとする。 

５ デジタル金券等の利用に要する、利用者の携帯電話の通信料・接続料等は、利用者が

負担するものとする。 

 （特定取引の取消し等） 

第８条 利用者は、法令に基づき売買契約の取消し、解除等が認められる場合を除き、加

盟店との間で行った特定取引を取り消し、又は解除することができないものとする。 

２ 利用者が加盟店から返金を受ける必要がある場合、加盟店の責任において対応を行う

ものとする。 

 （払戻し） 

第９条 利用者は、デジタル金券等の発行を受けた後は、払戻しを受けることはできない

ものとする。 

 （使用者の義務） 

第１０条 使用者は、利用システム、カード及びこれらにより表示されるＱＲコード並び

にデジタル金券等を善良なる管理者の注意義務をもって管理しなければならないものと

する。 

２ 使用者は、次の各号に掲げる行為を行ってはならないものとする。 

 ⑴ 利用システム、カード及びこれらにより表示されるＱＲコード並びにデジタル金券

等を複製し、改変し、又は公衆送信すること。 

 ⑵ 利用システム、カード及びこれらにより表示されるＱＲコード並びにデジタル金券

等を偽造し、変造し、又は改ざんする等、不正な方法により使用すること。 

 ⑶ 利用者１人が、利用システム及びカードを併用すること。ただし、定額カード利用 

する場合は、この限りではない。 

 ⑷ マネーロンダリング、換金目的等で特定取引を行うこと。 

 ⑸ 違法又は公序良俗に反する目的でデジタル金券等の発行を受け、又は特定取引を行

うこと。 

 ⑹ 申込みに際し、市に対し虚偽又は事実に反する事項を届け出ること。 

 ⑺ その他この要綱の規定に反すること。 



３ 前項に規定するほか、デジタル金券等を不正に利用する行為（加盟店その他市が不適

切と判断する行為をいう。）を利用者が行った場合又はそのおそれがあると市が認めた

場合、市及び加盟店は、利用者によるデジタル金券等の利用を認めないものとする。 

４ 使用者が第１項及び第２項の規定に違反し、カードを紛失し又はその他の理由により

デジタル金券等を第三者に利用される等して失った場合、市は、一切の責任を負わない

ものとする。 

５ 使用者は、この要綱の規定に違反したことにより市又は加盟店に損害が生じたときは、

当該損害について一切の責任を負うものとする。 

６ 市は、第３項の規定に基づき実施した措置により使用者に損害が生じた場合、一切の

責任を負わないものとする。 

７ 使用者は、自己の磁気カードを紛失したときは、直ちに別に定める方法により市に届

け出るものとする。この場合において、使用者は磁気カードの再発行を希望する場合は、

併せて申し出るものとし、市は、当該磁気カードの所有者であることの本人確認を行っ

た上で、再発行する磁気カードに、紛失の届出時に発行システムにより確認できるデジ

タル金券等の残高のみを付与して交付するものとする。 

８ 使用者は、自己の磁気カードの紛失等により自己が所有するデジタル金券等の利用停

止を希望するときは、別に定める方法により市に届け出なければならない。この場合に

おいて、市は、当該デジタル金券等の所有者であることの本人確認を行った上で、発行

システムにより当該磁気カードの利用停止を行うものとする。 

 

 （個人情報等の取扱い） 

第１１条 市は、デジタル金券等の発行又は利用に当たり収集された個人情報を次の各号

に掲げる目的にのみ使用し、その管理、共同利用等について、適切に取り扱うものとす

る。 

 ⑴ デジタル金券等の運営及びサービス提供 

 ⑵ サービス内容の充実・改善・新サービス提供を目的とした分析 

 ⑶ 電子メール等の通知手段による情報発信 

 ⑷ 使用者からの問合せ等に対する適切な対応 

 ⑸ 個人を特定できない形の統計情報としての使用 

 ⑹ その他前各号に掲げる使用目的に準ずるか、これらに密接に関連する目的 

２ 使用者は、市がこの要綱に規定する事項に係る業務を市が指定する第三者に委託する



場合において、市及び受託者が必要な措置を講じた上で、提供された個人情報を受託者

に提供し、受託者が委託業務の範囲内で当該個人情報を使用することについて同意する

ものとする。 

 （反社会的勢力の排除） 

第１２条 利用者が、次の各号のいずれかに該当する場合、デジタル金券等を利用できな

いものとする。 

 ⑴ 自らが、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴

力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集

団等その他これらに準じる者（以下「暴力団員等」という。）であること。 

 ⑵ 自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

てするなど、暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること。 

 ⑶ 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると

認められる関係を有すること。 

２ 市は、利用者が前項各号のいずれかに該当し、又は該当すると疑われる場合、催告そ

の他何らの手続を要することなく、利用者の保有するデジタル金券等の残高について、

利用資格を取り消すものとする。なお、市は、かかる疑いの内容及び根拠に関して説明

する義務を負わず、また、利用資格の取消しに起因して利用者に損害等が生じた場合で

あっても責任を負わないものとする。 

３ 前項の場合、当該利用者の保有するデジタル金券等残高は失効するものとし、この場

合において、市は、払戻しはしないものとする。 

（加盟店の登録） 

第１３条 加盟店として登録できるものは、市内で店舗等を営む個人又は法人とする。た

だし、市長が必要と認めるときは、その限りでない。 

２ 前項に掲げるもののうち、次の各号のいずれかに該当するものは、登録できないもの

とする。 

 ⑴ 風営法第２条に規定する営業のうち、同条第４項に規定する営業を除くもの 

 ⑵ 暴力団員等と関係を有するもの 

 ⑶ 業務の内容が、公序良俗に反する営業を行うもの 

 ⑷ その他市長が不適当と認めるもの 

３ 第１項に規定するものが加盟店として登録しようとする場合は、システム利用規約及

びユーザー利用規約に同意の上、次項に規定する内容を記載し、書面又は加盟店募集フ



ォームにより申し込まなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による登録の申込みを受けたときは、次の事項が適正に記載され、

又は入力されている旨を審査した上、受理し、加盟店の登録の証としてステッカー等を

交付するものとする。 

 ⑴ 代表者名 

 ⑵ 店舗名 

 ⑶ 店舗担当者氏名 

 ⑷ 店舗住所 

 ⑸ 店舗電話番号 

 ⑹ 電子メールアドレス 

 ⑺ カテゴリ 

 ⑻ カード対応の可否 

 ⑼ 振込先口座 

 ⑽ その他市長が必要と認める事項 

 （加盟店の登録事項変更） 

第１４条 加盟店は、前条第４項各号に規定する事項に変更があったときは、速やかに書

面又は加盟店募集フォームにより届け出なければならない。 

（加盟店の遵守事項） 

第１５条 加盟店は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 ⑴ 第１３条第４項の規定に基づき交付されたステッカー等を店頭、敷地その他見やす

い場所に掲示すること。 

 ⑵ 特定取引において、デジタル金券等の利用を拒まないこと。 

 ⑶ 現金とデジタル金券等を併用した取引を拒まないこと。 

 ⑷ その他この要綱の趣旨に反すると認める行為をしないこと。 

（加盟店の登録辞退及び取消し） 

第１６条 加盟店は、第１３条第４項の規定による登録を辞退するときは、辞退する日よ

り１箇月前までに市長に申し出なければならない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合、登録を取り消すものとする。 

 ⑴ 加盟店から前項に基づく申出があった場合 

 ⑵ 加盟店が前条各号に定める事項に反する行為をした場合 

 ⑶ 加盟店が登録した情報に虚偽の内容が含まれる場合 



 ⑷ 加盟店が暴力団員等と関係を有している場合 

 ⑸ その他市長が加盟店として不適当と認められる場合 

（換金手続） 

第１７条 市は、第５条第１項に規定する有効期限内の特定取引において利用されたデジ

タル金券等の額面を加盟店が指定する口座に振り込む方法により、換金手続を行うもの

とする。 

２ 前項の換金手続の期日は、別に定めるものとする。 

（利用中止） 

第１８条 市は、デジタル金券等を適正に運営するために、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、利用者に対し事前に通知することなく、デジタル金券等の発行又は特定取

引の全部又は一部を停止し、又は中止することができる。この場合において、利用者は、

デジタル金券等の全部又は一部を利用することができないものとする。 

 ⑴ 市の責めによらない通信機器、回線若しくはコンピューター等の障害、災害又は事

変等やむを得ない事由によりＱＲ決済システムを利用することができない場合 

 ⑵ システムの保守・点検等により、ＱＲ決済システムを停止する必要がある場合 

 ⑶ 使用者がこの要綱の規定に違反し、又は違反したおそれがある場合 

 ⑷ 利用者がデジタル金券等を違法若しくは不正に入手し、利用した場合又はそのおそ

れがある場合 

 ⑸ キャンペーン等によって付与される特典を不正に得る目的で、同一の利用者が２つ

以上の利用システム又はカードを利用した場合 

ただし、定額カードを利用した場合は、この限りではない。 

 ⑹ デジタル金券等の利用状況に照らし、利用者として不適格であると認められる場合 

２ 市は、使用者が前項各号のいずれにも該当しないことを確認するために、市が必要と

判断する確認を行うものとする。この場合において、当該確認が完了するまで、デジタ

ル金券等の発行又は特定取引の全部又は一部を停止し、又は中止することができるもの

とする。 

３ 市及び加盟店は、第１項又は前項の規定に基づき実施した措置により使用者に損害が

生じた場合でも、一切の責任を負わないものとする。 

（業務の委託） 

第１９条 市長は、必要があると認めるときは、この事業の一部又は全部を委託すること

ができる。 



 （免責事項） 

第２０条 災害、盗難、紛失その他事故により使用者に損害が生じることがあっても、市

は、その責を負わないものとする。 

（その他） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


